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1. はじめに 

紀伊山地中央部では、平成23 年台風12 号によって、多
数の深層崩壊が発生した。紀伊山地中央部では、深層崩壊
発生前の地形条件や、発生前後の地形変化が重要になると
の観点から、平成 21 年に十津川および北山川流域の
1,011km2 で航空レーザ計測が実施されていた（図１）。さ
らに、深層崩壊発生後の地形条件を確認するために、平成
24 年に深層崩壊多発地域を含む十津川上流域 818km2で航
空レーザ計測が実施された（図１）。その結果、平成 23 年
台風12号による深層崩壊は、発生前後に高精度航空レーザ
計測データが存在する世界的に類をみない事例となった。 
ここでは、紀伊山地中央部に位置する深層崩壊多発地域

を対象に、深層崩壊発生前後に計測された航空レーザ計測
データを用いて重力性変形による微地形を判読し、その変
化を確認するとともに、微地形判読結果を含む地形条件を
用いて、深層崩壊発生・非発生斜面の特徴をふまえた危険
斜面の絞り込み手法を検討した結果を報告する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2. 深層崩壊発生前後の重力性変形による微地形の変化 

平成21 年と平成24 年に計測された航空レーザ計測デー
タから作成された1mDEMを用いて、赤色立体図１）および
斜度図２）を作成し、重力性変形による微地形（小崖、二重
山稜など）の判読を行った。 
その結果、平成 24 年に明瞭かつ鮮明にみられる小崖は、

そのほとんどが平成23 年台風12 号による豪雨時に新規に
形成されたものではなく、それ以前から存在していたもの
であることがわかった（図２）。さらに、対象範囲の両時期
の赤色立体図を網羅的に判読した結果、深層崩壊発生箇所
周辺以外では、平成23 年台風12 号による新しい微地形の
形成はほとんど見られなかった。 
このことは、重力性変形に伴う微地形は、１度の豪雨で

突発的に形成されるのではないことを示していると考えら
れる。長期間にわたる重力の作用によるヒズミの蓄積、も
しくは地震による慣性力などの作用を受けて形成されるこ
とが推察される。ただし、事前に存在する微地形の段差や
割れ目などの詳細な変化は、1mDEM による地形表現図で
は判読することが困難であるため、豪雨によって拡大した
可能性は否定できない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3. 地形条件による深層崩壊発生危険斜面の絞り込み 

 航空レーザ計測データを活用した各種地形条件と、崩壊
発生・非発生斜面との関係を解析し、その関連性を把握す
るとともに、関連性の高い地形条件を用いた深層崩壊危険
斜面の絞り込み手法について検討した。 
既往のマニュアル３）や文献４）で用いられている地点地形

量（５ｍメッシュごとに算出）や、起伏量など単位斜面ご
との地形量のほか、重力性変形に着目した地形特性として
山頂緩斜面、平滑斜面を、地点地形量を組み合わせて表現
し、地形条件として用いた。さらに、重力性変形に伴う微
地形の延長密度を加えた計10 条件（表１）に平成23 年台
風12号以前の深層崩壊発生履歴の有無を考慮して検討した。 
設定した単位斜面ごとに地形条件を数値化し、深層崩壊

の発生・非発生状況と比較することにより、的中率比とカ
バー率５）を算出した。さらに、カバー率30%を確保した条
件で、的中率比が最も高くなるように閾値を設定し、地形
条件ごとの危険斜面の絞り込みを行った。この時、最適な
閾値での的中率比が1.5未満である地形条件は、深層崩壊危
険斜面を絞り込む条件から除外した（表１）。 
 最適な的中率比を比較すると、重力性変形の延長密度が
最も高く、続いて固有値比が高い結果となった。固有値比
が大きい斜面は谷の開析が少なく、重力性変形が進んでい
ると考えられる斜面が多く含まれることを踏まえると、重
力性変形に関する地形条件が当該地域における深層崩壊発
生と最も関連性が高く、危険斜面の絞り込みに重要な条件
であると考えられる。次に斜面方位の的中率比が高い。当
該地域における流れ盤斜面の方位依存性は多くの文献で指
摘されており２）、その傾向が反映された結果であると推察さ
れる。 
 さらに、抽出した８つの地形条件の中の２条件以上で危
険斜面に該当する斜面を、深層崩壊の発生危険性が高い斜
面として抽出すると、危険斜面は全体の約 40%に絞り込ま
れ、平成23年台風12号災害時の崩壊の約80%がカバーさ
れる結果となった。また、1条件も該当しない斜面を相対的

図１ 航空レーザ計測取得範囲と検討対象範囲 

図２ 明瞭な小崖周辺の斜度図 
(上段：平成21年、下段：平成24年) 
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に危険性が低い斜面と考えると、全体の約30％が該当し、
その中には平成 23 年台風 12 号災害時の崩壊斜面は全 32
斜面中２斜面しか含まれない結果となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4. 崩壊発生・非発生斜面における小崖の発達度合 

前章の検討で重力性変形に伴う微地形は深層崩壊の発生
と関連性が高かったことに着目し、小崖（段差を伴う線状
地形と仮定）の発達度合いから斜面のヒズミ度合いを評価
する手法の適用性を、深層崩壊の発生・非発生斜面の状況
から検証した。 
崩壊発生斜面と重力性変形が発達する非発生斜面に対し、

設定した主測線の断面図から判読した小崖水平長の合計と
斜面水平長を比較した。その結果、崩壊発生斜面・非発生
斜面ともに、小崖水平長は、斜面水平長に比例して大きく
なる傾向が確認された。さらに、崩壊発生斜面の回帰直線
は傾きがより大きい傾向、すなわち小崖の発達度合いが大
きい傾向が確認された。しかし、非発生斜面でも発生斜面

の回帰直線より上位に位置するものも存在し、両者は明瞭
には分離されなかった（図４）。 
ここで、判読した小崖の中で、防災科学技術研究所によ

る地すべり地形分布図の滑落崖が形成されている斜面を区
別すると、それらは崩壊発生斜面の回帰直線よりさらに上
位に位置するものに多く含まれることが分かった。一方、
非発生斜面の回帰直線より下位には、重力性変形が認めら
れない６斜面を除いて崩壊発生斜面は存在しなかった。こ
のことから、非発生斜面の回帰式より下位に位置する斜面
はヒズミの発達度合いが低く、深層崩壊発生と相対的に関
連性が低いことが示唆される。また、非発生斜面の回帰式
より上位に位置する斜面はヒズミを蓄えた斜面と、ヒズミ
をすでに解放した地すべり性の滑落崖を有する斜面が混在
すると考えられる。このため、重力性変形に伴うヒズミ発
達度合いを小崖水平長と斜面水平長の比率のみから評価す
ることは難しく、特に土塊が変形、移動した斜面とクリー
プ変位が発達した斜面の取り扱いが、今後の課題と考えら
れる。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

5. おわりに 

高精度航空レーザ計測データを用いて、深層崩壊発生前

後の微地形変化を確認し、平成23年台風12号によって新

たに形成された重力性変形に伴う微地形が非常に少なか

ったことを示した。また、発生前の地形条件と深層崩壊発

生状況とを比較することにより、重力性変形による微地形

が深層崩壊に強い関係性を持つ条件であることを示すと

ともに、絞り込みに有効な地形条件の抽出と、それらを用

いた危険斜面の絞り込み結果を示した。 
今後、異なる地形・地質条件をもつ地域で、今回示した

手法がどの程度適用できるかを検証するとともに、空中電

磁探査や地質・水文調査など、異なる手法による調査結果

と組合せ、より詳細に危険な斜面を絞り込んでいく方法を

検討していく必要が有る。 
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区分 地形条件 算出単位 的中率比 カバー率 該当率

斜面勾配
地点地形量
（5mメッシュ） 1.73 37.5% 21.6%

斜面方位
地点地形量
（5mメッシュ） 2.61 31.3% 12.0%

地上開度
※1 地点地形量

（5mメッシュ） - - -

固有値比
地点地形量
（5mメッシュ） 2.86 37.5% 13.1%

見通し勾配
※2 単位斜面 1.16 46.9% 40.6%

起伏量 単位斜面 1.70 31.3% 18.3%

斜面の重心位置
※2 単位斜面 1.02 100.0% 97.9%

山頂緩斜面
地点地形量
（5mメッシュ） 1.73 71.9% 41.4%

平滑斜面
地点地形量
（5mメッシュ） 2.41 34.4% 14.2%

重力性変形による
微地形判読

重力性変形の
延長密度

単位斜面 3.64 50.0% 13.8%

※1：深層崩壊の発生・非発生による分離性が低いため、要素の候補から除外した
※2：的中率が1.5以上となる閾値が存在しないため、要素の候補から除外した

地点
地形量

単位斜面の
地形量

重力性変形に
着目した領域

図３ 地形条件による深層崩壊危険斜面 
の絞り込み結果 

表１ 地形条件ごとの崩壊発生に関する 
カバー率と的中率 

図４ 小崖水平長と斜面水平長との関係 
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